
 
 
 
 

    
 
 

触媒研究の現場からはなれて 
 

 
大学での触媒研究に明け暮れた日々から

別世界に身を置くことになっても、しばら

くは惰性で頼まれるままエコ関係の国際会

議やロードマップづくり手伝いをしていた。

ラボでの研究とは無縁となると、さすがに

学会から遠のいてきた。シニアメンバーに

加えていただいたことの証に繰り言を述べ

てみよう。 
 
１．今はむかし 
触媒学会が触媒懇談会として発足した昭

和 33 年の頃、私はまだ大学入学前だった。

約 50 年前となると関門国道トンネルが開

通、１万円札が発行され、フルシチョフは

着任したが、ケネディーは未だ大統領にな

る前だった。昨春の学会記念行事には参加

できなかったが、他界された先生方も多く

寂しいことだ。私が院生として触媒に目覚

め始めた頃は、まだ触媒懇談会の時代。官

民の研究所開設ブームにのって“触媒工学

研究所構想”の騒動もあった。当時は脱硫

や固体酸触媒、アンモ酸化などが盛んで、

分子錯体では Wilkinson 錯体やチグラー・

ナッタ触媒も華やかなテーマであった。さ

らに形状選択触媒ゼオライトの登場はかな

り衝撃的であった。 
 
戦前の燃料化学研究室としてスタートし

た斯波研究室でも、アムステルダム国際会

議の予稿集をバイブルのようにしてむさぼ

り読み、暗黙の至上命令は 1968 の第 4 回

モスクワ国際会議に研究発表することだっ

た。コロキウムでは発刊後間もない J. 
Catalysis に毎号のように発表される K. 
Hall 研究室の“Hydrogen Ｈeld by Solid”
という論文のシリーズにファイトを燃やし

た。やがて 70 年安保の嵐が学園を襲い、暫

く低迷期となった。 
 
２．国際会議は武者修行の場 
尾崎先生から示唆されて 1977 年の Lyon

での第 2 回”Relationship Heterogeneous 
& Homogeneous Catalysis”に勇躍乗り込

んだ。日本から発表は私の「樹脂固定化触

媒へのガラス転移の影響」だけ、他に東工

試の小寺所長と筑波大の織方先生が参加さ

れていた。 “固定化錯体”という新しい領

域が本格的に認知された時でもあり、分子

錯体系、固体系の両分野から白熱した議論

が無制限に行われた。フィリップス触媒で

は上手くいかず、チグラー・ナッタ錯体で

大成功したオレフィンの立体規制重合が、

現在のようなシングルサイトの固体触媒へ

鮮やかにシフトするとは、誰も予想しなか

ったと思う。 
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やがて、多孔質材料の代表である Zeolite
の国際会議を始めとして、日欧米で多彩な

触媒関連国際会議は花盛りとなり、論文誌

も急増した。Tocat は工業触媒の重要性を強

調して日本主導で発進させ、同様な狙いか

ら EuroCat も始まり、先発の North 
American Catalysis や Ibero－American 
Catalysis など地域性を生かした大型会議

が四年毎開催の ICC を補完するに至った。 
 
３．古くて新しい課題：人工光合成と貴金

属代替触媒  
触媒研究の主流も歴史的背景ともに大き

く変化するのは当然なこと。窒素固定化や

クラッキングから始まった触媒は、基礎原

料が石炭（コークス）から石油、さらに天

然ガスへと変わるにつれて触媒プロセスも

変わった。環境触媒も当初は大気汚染がら

みの脱硫、脱硝であったが、現在では炭素

サイクル関連、水素製造、燃料電池触媒へ

と開発の対象が変ってきた。 
今世紀最大の課題は、化石資源・エネル

ギーの枯渇懸念と地球温暖化を中心とする

持続的地球環境の維持であろう。今回の石

油価格の暴騰で天然ガスから石油（ＧＴＯ）

やバイオエタノールなど新しい炭素サイク

ルプロセスの開発の必要性が再認識された。

最も期待されるのは今も変わらず、人工光

合成触媒の開発だ。研究レベルでは水素の

光触媒による合成は進展しているが、二酸

化炭素から炭化水素の完全光合成の道は程

遠い。 
少なくとも 20 世紀最大の危機と思われた

食糧問題をアンモニア合成という触媒技術

で救えたというならば、21 世紀には不足が

懸念される化石資源に代わる太陽エネルギ

ーを化学エネルギーに変換する人工光合成

の触媒プロセスの開発を推進するしかない。 
 

燃料電池自動車が話題の中心であった時

代に、白金代替触媒開発のプロジェクトの

提案をしたことがある。自動車に限って言

えば、今や 2 次電池の効率化でプラグイン

自動車へ移行した感があるが、非移動体の

燃料電池は依然魅力があり、白金代替触媒

開発は必要な課題である。最近カーボンア

ロイで白金代替触媒が開発されたとのニュ

ースがあったが、詳細は不明である。今年

のＮＥＤＯの公募課題には、より一般的な

「希少金属代替材料の開発」があることに

注目している。いずれにしても、元素の制

約に縛られない機能を開発するにはナノ粒

子のシナジー効果を活用することが最有力

と思われる。 
 
４．物質・エネルギー多消費社会の行き着

くところ 
最近 “都市鉱山“が話題となった。今や

携帯電話だけでも世界では毎年 1 億数千万

台も生産されるという。ケーブルなしである

から、発展途上国も歓迎し、ゲームだけでな

く GPS や金銭の決済機能までついていると

なれば、まだまだ世界では普及する余地があ

る。金を例にすると、1 トンの廃棄物に５ｇ

以上の含有があれば、黒菱鉱なみの優良金鉱

石だ 
 
という。 

自動車も世界では 1 億台近く保有され、年

間 1 千万台近くも生産されているという。こ

こに使われている排ガス触媒、稀少金属も回

収事業が成り立つ。地球の総人口 63 億弱が、

これだけの消費材を必要とし、その製造、利

用、回収にエネルギーが必要である。自動車

と携帯は人類が滅びるまで手放せないとな

れば、無視できない。 
 
さらに、原子炉、ダム、橋梁、道路から



人工衛星、一般建築物に至るまで、いずれ

老朽化して廃棄する運命にある。このコス

ト負担を次世代に任せることが許される時

代ではない。持続的地球環境を維持するの

は予想を越えて大変なことは、すでに各所

で警告が発せられている。 
 
５．地球環境への各学会のアプローチ 

地球環境の課題が、文字通り全人類の地

球規模の課題であることは、すでに認知さ

れて久しい。（もちろん短絡的な個々の結

論には異論もある。）この問題に関して、各

学会や組織がそれぞれの立場から、独自の

企画で研究報告、シンポジウムなどの学会

活動をしている。しかし、多くの場合、学

会間の壁を越えて横の連携はほとんどない

ように思われることだ。国際会議や特別講

演などでは、文部科学省、財務省、環境庁、

ＮＥＤＯなどの後援を得ていたり、資金的

な公的支援を得ていることもあるように思

われる。分野によって得意のアプローチが

あるのは理解できるが、類似のプロジェク

トがそれぞれの国際会議で軒並みであるこ

とも珍しくはない。これがお役所の縦割り

行政の反映であることもあるので、学会レ

ベルで云々もできないのかもしれない。し

かし、少なくとも研究レベルでは学会ごと

に異なる結果が出るわけでもあるまい。 
 
ＮＰＯで参加していたエコデザイン国際

会議では実行委員会でのお手伝いをし、応

物系の環境エネルギー研究会では、ささや

かながら、政府諮問のロードマップ作製の

下請け作業の手伝いもした。その際気がつ

いたことには、学会や業界団体がそれぞれ

地球環境の重要性を早くから認識して地道

な活動を続けていることである。また、分

野に応じたキャッチフレーズをもっている

ことも知った。たとえば、グリーンケミス

トリー、グリーンキャタリストという用語

は化学や触媒分野の周辺で定着していると

見られるし、応用物理系、電気情報、機械

系ではエコデザイン、エコプロダクツとい

う用語が普及しているやに見受けられた。 
確かに学会間の交流を目的として日本化

学連合があり、ここには日本化学会、化学

工学会、高分子学会、日本セラミック協会、

日本薬学会、触媒学会など１７の学協会が

連携して政策的な化学と化学技術の新しい

ビジョンの構築と化学者コミュニティーの

発言力の増強を図るとしている（ＨＰ参照）。

21 年度の会長は東大名誉教授の御園生誠

先生でグリーンケミストリーの用語の提唱

者と伺っている。 3 月には日本化学会、

科学技術振興機構と共同主催で公開シンポ

ジウム「サステイナブブル資源・物質戦略」

を開催するなどの活動も始めた。 
 
一方、エコデザイン学会連合は学術会議

議長吉川弘之先生の提唱で始まった国際会

議 Ecodesign（1999）とされる。その時の

組織委員長は山本良一先生で Ecoproducts
の主宰者でもある。参加団体は応用物理学

会、化学工学会、環境科学会、精密工学会、

電子情報通信学会、日本機械学会、日本金

属学会、日本建築学会、日本鉄鋼協会、日

本デザイン学会など 32 学会、準会員も多数

ある。実際には国際会議を継続的に運営す

るためにＮＰＯエコデザイン推進機構を持

ち、事務局もここにあるようだ。 
 
ほかにも、持続的地球環境問題に正面か

ら取り組んでいる組織があるかもしれない

が、これらの組織間の連携があれば、時に

は必要な協調が効果を発揮するかもしれな

い。紹介がてら期待しておきたい。 
   
   上 松 敬 禧（千葉大学名誉教授） 


